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はじめに
本論文は、『博士（経済学、論文博士）学位』（２００５年３月、中央大学）論文『第３セクターの経
営実態と今後のあり方に関する一考察―実態分析に基づく地域政策論的研究―』の第６章「第３セ
クター方式の新たなタイプの出現」の論文、および出井信夫編著『公私協力方式と第３セクター
方式の研究　№１』（１９９６年５月、地域計画研究所）の第２部４章「公共公益施設を管理運営する新
潟県の主な第３セクター」の論文を踏まえ、その後の動向などについては、「本学２００５（平成１７）年
度特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論文である。特別研究費の助成に関しては、前吉田邦
夫学長はじめ、本学関係者に感謝する次第である。
本論文は、『地域産業の振興と公民連携・（	

）』の視点より、次の５
つの事例について、事業化の経緯、事業の特徴、問題点、今後の方向などについて検証したもので
ある。
　新潟県十日町市十日町地場産業振興センター―公民連携により地域産業の振興を推進する
ため整備された地場産業振興センターを運営管理する例―
　岩手県盛岡市盛岡地場産業振興センター―公民連携により地域産業の振興を推進するとと
もに観光関連施設として新たな観光地形成を目指す例―
　新潟県三条市新潟県県央地域地場産業振興センター―公民連携により地域産業の振興を推
進するため整備された地場産業振興センターを運営管理する例―
　新潟県新潟市新潟地域産業振興センター―公民連携により地域産業の振興を推進するため
整備された地域産業振興センターを運営管理する例―
　新潟県新潟市新潟インダストリアルプロモーションセンター―公民連携により地域産業の
活性化を図るため設立された地域産業振興財団の例―
Ⅰ　新潟県十日町市十日町地場産業振興センター―地域産業の振興を推進す
るため整備された地場産業振興センターを運営管理する例―
１　設立の経緯と事業化の特徴
　　地域概況
十日町地域地場産業振興センターの対象地域１０市町村は、東は越後三山を境に群馬県と、南は上
信越のやまふところ深く長野県に接する、自然美豊かな素晴らしい風土を持っている。この地域で
は、古墳時代にすでに織物が織られていたことが明らかにされており、深い雪に閉じ込められた冬
の生業として野生の麻をつむいで機を織っていた。風土が生み風土が育んできた伝統産業の織物が
地域経済を支え、地域の繁栄の礎となっている。
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また、信濃川、魚野川、中津川、清津川、渋海川などの流域からなり、そこには独特の文化が形
成されている。四季折々の産物や景勝は、南越後の大切な資源となっている。
　　設立の経緯
十日町地域地場産業振興センターは、中小企業庁が地域の経済基盤を高めるため、既存の立地産
業を見直し、総合的な観点より地域産業の振興と育成を行い、魅力ある地域社会形成の中核となる
拠点づくりが必要であると新しい施策展開の一環として、１９８１年度、全国８カ所に地場産業振興セ
ンターの建設が指定されたことに端を発する。
十日町地域地場産業振興センターは、その中の一つで、最大規模の施設として建設は２年計画で
進められた。十日町地域地場産業振興センターは、地域の基幹産業である絹織物をはじめ、木材・
木工芸品・干そば・酒造・山菜加工・民芸品など地場産業の振興を行うと同時に、新しい地域産業
の掘り起こしを行うことを目的にしている。そのため、施設の機能をフルに活用し、地域内の地場
産品を広く収集し、展示・販売・実演や、新しい市場開拓、また地場産業に関わる情報の収集と提
供、商品開発や技術開発、人材養成・工芸基盤の育成、地域住民とのコミュニティと文化創造活動
の場として各種の事業を推進すると同時に、観光との接点として地域内諸産業や観光資源との結び
つきから、地域経済社会に新しい活力をもたらす核となることが期待されている。
センターの利用については、展示会・販売会・講演会・美術展・研修会・会議・宴会など、広く
一般の人も利用できるもので、駐車場が完備されている。この施設の管理・運営については、新潟
県をはじめとする十日町市・関係町村・地場産業関係団体が構成員である「財団法人十日町地域地
場産業振興センター」が行っている。
ちなみに、「地場産業振興センター」は全国に４１箇所の施設が整備されている（表１）。
　　事業化の特徴
十日町地域の地場産業は、小規模零細企業が大部分を占めており、経営力が乏しいため、自治体
の積極的な指導、支援により振興事業を実施する必要がある。また、地場産業振興センターは、地
域経済に大きなウェイトを占める地場産業の振興・育成を図るとともに、地域住民の相互交流、文
化の向上、さらに広域観光開発等を含めた総合機能をもつ、公共公益的性格と民間営業収益的性格
を併せ持つ複合多機能施設である。
したがって、地場産業振興センターの管理運営にあたっては、行政の財政力・計画性・公共性と
民間の有する柔軟な頭脳と活力により地域に密着した施設として十分な機能が発揮できるように公
民の連携による公益法人形態の第３セクターが設立されたわけである。
十日町地域地場産業振興センターの施設整備費は２１億円である。この施設整備に係わる財源は、
十日町市、関係町村、関係団体の出捐金、国庫助成金、県補助金、高度化資金などにより賄われて
いる。また施設の管理運営は、新潟県をはじめ十日町市・関係町村・地場産業関係団体により構成
される財団法人十日町地域地場産業振興センターが行っている（表２）。
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２　財団の概要と施設概要
　　事業概要
主な事業内容は、次のとおりである。
中枢機能として、①企画、推進機能（地場産業振興計画の企画立案、推進及び地場産業発掘創
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表１　全国地場産業振興センター
地場産業振興センター都道府県地場産業振興センター都道府県
)奥越地域地場産業振興センター福 井 県道北地域旭川地場産業振興センター北 海 道
丹後地域地場産業振興センター京 都 府八戸地域地場産業振興センター青 森 県
南大阪地域地場産業振興センター大 阪 府盛岡地域地場産業振興センター岩 手 県
大阪産業振興機構置賜地域地場産業振興センター山 形 県
西播地域地場産業振興センター兵 庫 県栃木県南地域地場産業振興センター栃 木 県
但馬地域地場産業振興センター桐生地域地場産業振興センター群 馬 県
奈良県広域地場産業センター奈 良 県秩父地域地場産業振興センター埼 玉 県
和歌山県地域地場産業振興センター和歌山県新潟県県央地域地場産業振興センター新 潟 県
島根県石央地域地場産業振興センター島 根 県十日町地域地場産業振興センター
井笠地域地場産業振興センター岡 山 県山梨県・甲府国中地域地場産業振興センター山 梨 県
備後地域地場産業振興センター広 島 県山梨県富士川地域地場産業振興センター
山口・防府地域工芸地場産業振興センター山 口 県山梨県郡内地域地場産業振興センター
周南地域地場産業振興センター塩尻・木曽地域地場産業振興センター長 野 県
鳴門地域地場産業振興センター徳 島 県飯伊地域地場産業振興センター
今治地域地場産業振興センター愛 媛 県高岡地域地場産業センター富 山 県
高知県産業振興センター高 知 県飛騨地域地場産業振興センター岐 阜 県
久留米地域地場産業振興センター福 岡 県静岡県西部地域地場産業振興センター静 岡 県
日田玖珠地域産業振興センター大 分 県一宮地場産業ファッションデザインセンター愛 知 県
都城圏域地場産業振興センター宮 崎 県三重北勢地域地場産業振興センター三 重 県
南薩地域地場産業振興センター鹿児島県石川県地場産業振興センター石 川 県
高島地域地場産業振興センター滋 賀 県
出所：経産省の資料
表２　事業化の特徴
十日町地域地場産業振興センター管理運営主体
十日町地域地場産業振興センター施設整備事業主体
　出捐金：①十日町市、②関係町村、③関係団体からの出捐金
　補助金：①国庫補助金、②県補助金
　高度化資金の融資
資金調達方法
民有地を買収、民有地の借地用地取得方法
民有地従前の土地所有者
十日町地域地場産業振興センター所有地および民有地現在の土地所有者
出所：出井信夫編著『「公私協力方式」と「第３セクター方式」の研究　№２』
　　　（地域計画研究所、１９９８年）１４９頁
出、施設の管理。地場産業間の連携と強調を図る）、②情報機能（地域内基幹産業である着物業界に
呉服市場情報を収集し提供するとともに、地場産業。情報の振興を図る）。
研究開発機能として、①商品開発機能（新商品開発委員会、需要開拓委員会等事業委員会を設
置し、新商品の開発を実施する）、②人材開発機能（工業技術センター、他地域試験場、他産地業
界、大学等より講師を招き、技術者能力の育成を実施する）。
市場開発機能として、展示即売場の設置、ふるさとのみやげまつり（物産店）等の開催による
地元コミュニティ事業と都内物産店等への出品による全国的な市場需要開拓。
観光振興機能として、地場産業である「きもの」の実演製作工程を行い、地場産業と観光産業
を結び付け、トータル的な振興を図る。
コミュニティ機能として、地域内地場産業関係団体、組合、業界等の研修セミナー、会議、講
習会の場として提供。地域コミュニティ事業を実施し、地場産業振興拠点とする。
　　財団法人の概要
①団 体 名：十日町地域地場産業振興センター
②所 在 地：十日町市字宇都宮７１番地２６
③設　　立：１９８１年（昭和５６年）８月１４日
④基本財産：３，３００万円
⑤代 表 者：理事長　本田欣二郎（十日町市長）
⑥社 員 数：３２名、理事３０名、監事２名
　　施設概要と施設整備費・財源内訳
規模面積
　敷地面積：１０，１９２．７３㎡　　延床面積：６，６８７．８７㎡
　建築面積：１，７７２．３２㎡　　構　　造：鉄筋コンクリート造・地下１階、地上４階
主な施設（表３）
用地取得費及び建設費
　用地取得費および建設費の内訳は、表４に示すとおりである。
財源内訳
　財源内訳は、表５に示すとおりである。
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表３　主な施設
３階　レセプションホール、第１会
議室、第２会議室、第２楽屋、
第３楽屋、共用施設
２階　大ホール、中ホー
ル、第１楽屋、共
用施設
１階　物産ホール、管理事務室、
役員室、喫茶コーナー、食
堂（２店）、共用施設
付属施設
　駐車場　大型１３台、乗用車１５０台
地下１階　共用施設４階　研修室、商品開発室、関係
団体室、情報収集室、電算
事務室、共用施設
出所：出井信夫編著『「公私協力方式」と「第３セクター方式」の研究　№２』
　　　（地域計画研究所、１９９８年）１５１頁より作成
３　経営・運営概況と地域への事業波及効果
　　経営・運営概況
開館以来、順調に伸びてきた館内各施設の利用は、不況を反映し平成５年度をピークとし、年々
減少する傾向にある。１９９５年度（平成７年度）は、前年比４．４％の減少となり、特に営業目的で使
用される利用者の減少が大きく影響した（表６および表７）
また物産ホールにおいては、主力商品の展示方法と贈答品コーナーの展開を図りながら販売促進
に努めたが、不況による消費の低迷が重なり、今期の売上高は減少した。
　　地域への事業波及効果
十日町地域地場産業振興センター〈クロス１０〉は、地場産品の宣伝・紹介、情報提供事業、人材
養成、講演会、新製品の開発などの事業を行い、地場産業の振興・育成に大いに役立っている。特
に情報提供事業については、地域内基幹産業である、着物業界に呉服市場情報を収集し提供すると
ともに、地場産業情報の振興を図っている。
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表４　用地取得費および建設費の内訳
金　　額区　　分
２２７，４９６
２２７，５００
１，２００
４５６，１９６
用地取得費
地上権取得費
地質調査費
小　　計
用
地
費
９７３，４００
１９０，２００
２２５，１００
１２４，０５０
１，５１２，７５０
建築工事費
電気設備工事費
空気調和設備工事費
給排水衛生設備工事費
小　　計
建
設
工
事
費
６８，６３４
６３，３３０
設計・管理・監督費
什器備品・サイン工事費
２，１００，９１０合　　計
出所：前掲書、１５４頁より作成
表５　財源内訳（単位：千円）
金　　額区　　分
４０３，３６７
１，０００
４０４，３６７
十日町より出捐金
関係町村より出捐金
小　　計
自
己
資
金
２００，０００
２００，０００
４００，０００
国庫補助金
県補助金
小　　計
補
助
金
１．２９６．５４３中小企業高度化資金融資
２，１００，９１０合　　計
出所：前掲書、１５４頁より作成
　　自治体や民間企業との関わり
自治体との関係では、十日町地域地場産業振興センターの設立時に、資金支援として新潟県、
十日町市を中心とする市町村から基本財産へ出捐金を受けているが、人的支援の関係については
〈クロス１０〉は十日町市から職員派遣など人的支援は受けていない。同様に、企業との関係では、
十日町地域地場産業振興センターの設立時に各民間団体から基本財産の出捐金を受けているが、
民間側から〈クロス１０〉への職員の出向は行われていない。
４　２００４年度の事業決算概況
　　事業概要
２００４年度、第２４期事業報告より実施された主要な事業を見ると、次のような事業があげられる。
①情報発信基地化事業、②需要開拓事業（国・県・市補助事業、地場産業等活力強化事業）、③人材
養成事業（国・県補助事業、地域産業集積中小企業活性化事業）、④関連機関支援事業（国・県補助
事業、地域産業集積中小企業活性化事業）、⑤十日町きもの産業振興アクションプラン策定事業（県
事業名：地場産業振興アクションプラン策定事業）、⑥施設利用促進事業、⑦地場産品の紹介・展示
即売事業、⑧受託事業などがあげられる。
　　決算概況
２００４年度、第２４期事業報告より決算額をみると、事業収入は２２５，３９５千円で、その内訳は、①施
設使用料収入２８，８３９千円、②地場産品売り上げ収入１８３，１８０千円、③喫茶コーナー売上収入６，５１９千
円、④自動販売機売上収入８３０千円、⑤事業開発課売上収入８９千円、⑥食堂委託収入５，９３７千円で、
補助金等収入は①国・県補助金収入９，２１０千円、②十日町市補助金収入５２，９９４千円、③支援セン
ター受託収入６，６３３千円で、収入合計は２９９，３６０千円である。
一方、支出額は、①事業費１６８，７３２千円、②振興事業費、③一般管理費９９，６２７千円、④固定資産取
得費５，７１７千円、⑤借入金返済支出２，３００千円で、支出合計は２９４，７２１千円である。したがって、当期
収支差額は１，７２２千円で、次期繰越収支差額は４，６３８千円である。
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表６　販売事業及び施設利用状況表（単位：千円）
施設使用収入自販機売上高喫茶売上高外商売上高地場産品売上高
３４，８９１１０，４５８６，７２９４，９４１２２２，４６６平成６年度
３３，３６１１０，４５０５，８６５４，９２６２１３，２０３平成７年度
出所：前掲書、１５５頁
表７　観光バスおよび観光客来館状況表
売上高観光客及び来観光者数観光バス立寄り台数
３４，８９１千円１２９．５千人７７２台平成６年度
３３，３６１千円１５３．８千人７７８台平成７年度
出所：前掲書、１５５頁
５　問題点と課題
十日町地域地場産業振興センターにおける収支面については、施設の利用状況や施設のキャパシ
ティなどについては現状と大きな変化はないと考えられるので、今後とも利用料収入の大幅な増加
は期待できないその反面、人件費等は年々上昇する傾向にある。そのため、黒字経営を堅持してい
くことは困難であると予想される。
一方、運営面については〈クロス１０〉は十日町のきもの産業の振興を図ることを主たる事業とし
て設立されたこと、また各町村にも小規模であるが類似施設が増えてきたことなどにより、現状で
は十日町以外の市町村の参加はそれほどみられない。
今後は、周辺市町村の積極的な参画を働きかけることにより、多種多様な地域産業の振興を図る
ことが重要な課題である。
６　今後の方向と展望
〈クロス１０〉の現状については、地場産品の売上額が伸び悩んでいるので、従来どおりの事業を
展開していくだけではこれ以上の増収は望めないと考えられる。幸い、ほくほく線の開通により交
通の利便性が向上したので、県内はもとより、県外からの利用者も〈クロス１０〉を一層利用しやす
くなった。この利点を生かし、これら県外からの利用者の誘客を図る工夫が必要である。〈クロス
１０〉の基本的な経営方針としては、これまで単年度の収支を黒字にするという収益重視の経営に主
眼が置かれていたが、今後は収益性と公益性のバランスのとれた地域産業の振興を図る経営方針に
変更していく予定であるといわれる。
しかしながら、公益性を重視し過ぎると、収益性が悪化し採算性に困難が生ずることもある。今
後は、収益が悪化しないような経営上の工夫が重要である。
第３セクターには、〈公益性と収益性とのバランスを保たなければならない〉という基本的な命題
がある、ことは改めていうまでもない。黒字経営を堅持するためには、マーケティング調査などに
より消費者ニーズを的確に把握すると同時に、伝統産業の技術を生かし新たな商品開発をしていく
必要がある。
例えば、十日町の基幹産業である着物の生産技術を応用し、浴衣、寝巻き、下着、ハンカチなど、
日用生活必需品などの分野における絹製品の開発があげられよう。また、〈クロス１０〉では、イン
ターネットを導入し、〈クロス１０〉の空室情報などの情報を自由に検索できるようにすると同時に、
〈クロス１０〉の有効活用を促進するために、市内関係機関・団体及びび商工会や企業との情報提供
並び情報交換をする事業が予定されている。
今後は、地域内で情報を有効に活用することにより、地域内の連携を強めて、十日町地域にとっ
て有益な振興事業を展開していくことが重要である。また、ほくほく線が開通したことにより交通
の利便性が飛躍的に好転したので、これまで以上に十日町地域は注目されている。また、当間高原
リゾート「ベルナティオ」がオープンしたことにより、今後、十日町地域への観光客が増加するこ
とが予想される。この当間高原リゾートの観光客を〈クロス１０〉に誘客する工夫を図る必要がある。
さらに、〈クロス１０〉の利用者を獲得するため、積極的に〈クロス１０〉や十日町地域のに力を
入れ、県外からの団体客などの誘致を図る必要がある。と同時に、地域の企業や商工会、また市町
村や県など各種団体が連携と協力をすることにより、地域が一体となって地域産業振興事業を展開
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していく中で、いかに、〈地場産業振興センタ ・ークロス１０〉を活用していくかが重要なポイントで
ある。
Ⅱ　岩手県盛岡市盛岡地場産業振興センター―公民連携により地域産業の振
興を推進するとともに観光関連施設として新たな観光地形成を目指す例―
１　「盛岡手づくり村」の設立の経緯および設立のプロセス
　　盛岡手づくり村構想の背景
「盛岡手づくり村構想」は、市内の特産品関係組合と企業で構成された盛岡市特産品振興協議会
において、業界活性化のため展示販売場を設置して販売促進を図る、と同時に観光客の誘致を図る
という目的を達成するための基礎的調査が行われたが、その調査結果が、１９７４年に「村構想」と
して発表されたことに端を発する。
この村構想では、「『つくり手』（工人）と『使い手』（観光客）が自由に交流できる場をつくる」
ことにより、工人と観光客との接点を提供することを理念として構想された。そこでは、観光客は
手づくりのよさに触れたり、制作を体験したりしながら、個別に注文（あつらえ）や修繕が依頼で
きると同時に、工人も自然のなかでよい創作環境が得られるというもので、面積や施設なども相当
大規模なものとして構想されたのである。
その後、「村構想」の具体化策として、１９７９年に「盛岡手づくり村構想」が作成された。この構
想においては、「工房」の整備は助成費の比率の高い中小企業事業団の「高度化事業」や「工場共同
利用制度」の活用が、また中心施設として販売施設や研修施設などは、「工芸コミュニティ制度」の
活用が適切であると示されている。
一方、盛岡市では、地場産業の振興策として、南部鉄器業界や家具製造業、製麺製造業、清酒製
造業、南部煎餅製造業、味噌醤油製造業、紙器製造業、印刷業等の経営診断を実施してきた。その
結果、生産環境の改善、販売促進、後継者の確保、新製品開発、技術者や人材の養成などの対策が
急務であり、個別企業における改善はもとより、業界ぐるみ、地域ぐるみで改善にあたらなければ
ならない状況にあることが明らかにされていた。
この課題を解決するための方策として、「盛岡手づくり村構想」がクローズアップされた。
ちなみに、盛岡手づくり村および盛岡地域地場産業振興センターは、盛岡駅から約１４㎞、車
で約３０分の御所湖湖畔の国道４６号線沿いに隣接立地している。
　　盛岡手づくり村の設立プロセス
盛岡手づくり村の設立にあたっては、シンポジウムを開催し、広く市民や学識経験者などの意見
を聞く機会が設けられたことに加えて、全国の他の類似施設の見学やアンケート調査などが実施さ
れ、先進事例の研究が行なわれた。
先進事例の視察としては、次の地域が対象とされた。
①　福岡県北九州市の九州民芸村：１９７３年の開設で敷地約７，０００坪に陶器、家具、手織物、漆器、び
いどろ工房、棟方志功の版画などの作品を収蔵した資料館や、宿泊、食事ができる九州美工芸伝修
館などからなる。見学者は年間約５万名。
②　福井県宮崎村の越前陶芸村：敷地１６に、県立窯業試験場や越前焼の資料が展示され陶芸教
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室も行なえる陶芸館を中心に職住一体となった陶房や庭園が配置されている。見学者は年間約１０万
人。
③　岐阜県高山飛騨民俗村：約３万坪に、御母衣ダム建設により水没する合掌造りの民家を中心
に、５７棟を民具１，８００点とともに移築復元した。このなかの民家で一位一刀彫や飛騨塗、飛騨紬染色
などの工芸部落が設置されているほか、車田の田植え、屋根材の「くれ剥ぎの実演」などが開催さ
れている。見学者は年間約９０万人。
④このほか工場建設の事例として、石川県金沢市の加賀友禅団地や有田焼工業協働工場などの
視察が行われた。
このような視察や調査を踏まえ、種々の観点より検討された結果、１９８２年に手づくり村の中核施
設のひとつとして、中小企業事業団の高度化資金や補助金等が利用できる、「地場産業振興セン
ター」制度の導入が提案されたわけである。
１９８３年には、この地域を対象に、行政、商工団体、地場産業関係組合が一体となり、地場産業の
総合的な振興計画書が作成された。
その後１９８４年に、その振興拠点となる「盛岡地域地場産業振興センター建設計画」が作成され、
「盛岡手づくり村」設立の実現へ向けて大きな一歩が踏みだされることになったのである。
「盛岡地域地場産業センター」の運営管理を行っている盛岡地域地場産業振興センターは、
１９８４年９月、「高度化事業」として中小企業事業団、岩手県などから計画建設診断を受け、盛岡市の
主導により、県および盛岡広域市町村圏内の全市町、左記の市町村内の全商工会議所・商工会、
南部鉄器協同組合など地場産業関係組合の４８団体により設立されたものである。同センターは、
翌１９８５年３月に工事が着工され、１９８６年５月１日にオープンした。
一方、工房建設については、盛岡手づくり村設立準備会を組織して先進地の調査や計画の作成が
行なわれ、１９８４年５月、次の１４社による工場共同利用事業実施計画について、センターの整備と同
様に、中小企業事業団や県などにより計画建設診断が実施された。
ちなみに、工房に入居している業種は、南部鉄器５社、岩谷堂箪笥、木製玩具、陶器、染色（藍
染）、藁細工、竹細工、南部煎餅、餅菓子、駄菓子各１社の合計１４社である。このうち、従業員規模
は２０名以下の企業が１２社であり、企業規模は小規模な企業が主体である。
２　盛岡手づくり村施設づくりの特徴
　施設づくりの特徴
盛岡手づくり村は、盛岡地域地場産業振興センター、手づくり工房群、南部曲り家の３つ
の施設を中心に、駐車場、公園緑地などが総合的一体的に整備されている（図１）。
盛岡地域地場産業振興センターは、手づくり村の中核施設である。施設内容は、①技術研修室
（木工、金工、陶芸、ホームスパン、染物、②多目的ホール、③展示資料室（観光と産業の紹介、
④展示即売室（地場産品の展示即売）、⑤茶室（お茶会等に利用）、⑥食堂・喫茶コーナー（約７０席）
などで構成されている。
手づくり工房群は、各工房が生産、展示即売、個別に注文や修繕の依頼、見学など、多様な機
能が同時に発揮できるように配慮された施設づくりがなされている点が大きな特徴である。
盛岡手づくり村の計画は、盛岡市が高度化資金を借り入れ、共同利用工場（工房）を建設し、協
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同組合盛岡手づくり村にリースした後に、所有権を組合に移転するものである。
共同利用工場（工房）施設は、将来の増設や採光を考慮する観点より２～３社の連棟式で構成さ
れている。また工房棟間は、生垣や塀などで区画されている。これは、生産している様子を見学で
きるようにすると同時に、業務用のバックヤードと見学者が見学する空間とを区分し、両者の調和
が図れるように工夫されたアイディアである。
南部曲り家は、家族と馬が同居する、この地方独自の住居形式で、往時の生活様式を現代に伝
える貴重なものとして、解体・移築復元された壮大な曲り家を展示、開放している。
　　盛岡手づくり村の目的・機能
盛岡手づくり村の目的および役割には、地場産業の振興および育成、地場産業に係る関連産
業の振興、地場産業と地域住民の相互交流ならびに地域分化の振興がある。
この目的を達成するため、盛岡手づくり村は、具体的に次の機能を展開している。
地場産業振興育成機能としては、①地場産業振興中枢機能、②情報収集処理機能、③調査研究
開発機能、④人材育成機能、⑤販売促進機能、⑥展示・機能がある。
関連産業振興機能として、①関連産業連携強化・情報交換機能、②観光機能がある。
コミュニティ推進機能として、①文化・教養向上機能、②地域住民交流促進機能がある。
　　事業化の特徴
　盛岡手づくり村の事業化の特徴は表８に示すとおりである。
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図１　盛岡手づくり村概要
出所：盛岡手づくり村の資料
３　盛岡手づくり村の施設概要
　　盛岡地域地場産業振興センター施設概要
盛岡手づくり村は、盛岡地場産業振興センター、手づくり工房群、南部曲り家の３つの施
設を中心に、駐車場、公園緑地などが一体的に整備されている。
盛岡地域地場産業振興センターの施設概要は次に示すとおりである。
敷地面積６，２７３．６４㎡、建物面積３，５９１．６８８㎡、構造鉄筋コンクリート地下１階地上２階、
内部設備等として、①第１技術研修室（木工、金工、陶芸）１階／面積１５０㎡、②第２技術研修室
（ホームスパン、染物）２階／面積１５０㎡、③第３技術研修室（食品）２階／面積１５０㎡、④多目的
ホール（用途に応じて３分割可）２階／面積２０３㎡、⑤展示資料室（観光と産業の紹介）２階／面積
３９０㎡、⑥展示即売室（地場産品の展示即売）１階／面積５４０㎡、⑥茶会（お茶会等に利用）２階／
面積３２㎡、⑦食堂・喫茶コーナー（約７０席）がある。その他に、①催し物広場（各種イベントに
利用）３，０００㎡、②駐車場（約１６０台収容）がある。
　　手づくり工房群の概要
手づくり工房群は、各工房が生産、展示即売、個別に注文や修繕の依頼、見学などの多様な機能
が同時に発揮できるように配慮された施設づくりが大きな特徴である。
工房に入居している業種は、南部鉄器５社、岩谷堂箪笥、木製玩具、陶器、染色（藍染）、藁細
工、竹細工、南部煎餅、餅菓子、駄菓子各１社の合計１４社である。
①敷地面積６，９７３㎡、②建設面積３，５９２㎡、③建築棟数６棟（１４社入居）
　　南部曲り家
南部曲り家は、家族と馬が同居するこの地方独自の住居形式で応じの生活様式を現代に伝える貴
重なものとして、解体・復元された１００年以上を経過した１１５坪の規模の壮大な曲り家が展示、開放
されている。建設・管理主体は盛岡市で、解体・移築復元費用は約４，９００万円を要した。この施設は、
盛岡地域振興センターが管理運営を受託している。
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表８　事業化の特徴
南部曲り家手づくり工房群盛岡地場産業振興センター施設名
振興センター各工房盛岡地場産業振興センター管理運営主体
盛岡市各工房盛岡地場産業振興センター施設整備事業主体
盛岡市の
一般財源
自己資金：①盛岡市、②関係町村
③商工団体からの出捐金
補助金：①国庫補助金、②県補助金
高度化資金の融資
自己資金：①盛岡市、②関係町村
③商工団体からの出捐金
補助金：①国庫補助金、②県補助金
高度化資金の融資
資金調達方法
民有地を買収民有地を買収民有地を買収用地取得方法
民有地民有地民有地従前の土地所有者
市有地市有地の貸与盛岡地場産業振興センター所有地現在の土地所有者
出所：同財団法人の資料により作成
４　施設整備および資金調達
　　手づくり村の事業費
盛岡手づくり村の施設整備事業費および資金調達の内訳は表９に示すとおりである。資金調達
の内訳は盛岡市が約半分の１１億円を負担している。
また、盛岡地域地場産業振興センターの施設整備費および資金調達の内訳は表１０に示すとおり
である。約１３億円の事業費のうち、半分の約６億７，０００万円が中小企業事業団の高度化資金により
賄われている。
ちなみに、施設整備等において利用された「利用制度」には、土地は、①地域地場産業共同利
用資金貸付金（高度化事業：土地取得費の８０％、１６年間、無利子、３年据置）がある。
一方、施設は、①地場産業振興施設建設補助金（建設費の対象額のうち５０％補助）と②地域産
業共同利用資金貸付金（高度化事業：建設費のうち、補助金を差し引いた残額の８０％、貸付条件は
土地と同じ）がある。
　　手づくり工房群
手づくり工房の建設事業費等は、表１１に示すとおりである。用地費については、盛岡市の市有地
を貸与している。資金調達は事業費約３億７，０００万円のうち、約６５％に当たる２億４，０００万円を高度
化資金の導入により賄われている。
ちなみに、事業主体は、協同組合盛岡手づくり村で、工場共同利用事業貸付金（高度化事業）で、
建設費の９０％、金利２．７％、１５年間、据置２年の条件による融資制度を利用して施設整備されてい
る。
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表９　施設整備総事業費
資金調達内訳施設事業費
高度化資金 ９，０７，９００千円
国・県補助金 ３４２，７００千円
盛岡市 １，１７２，８１８千円
工房自己金 ９３，５９９千円
工房設備貸与制度利用額 １２，９８６千円
他町村、商工団体負担金 ３０，５８０千円
　　　計 ２，５６０，５８３千円
基盤整備費（用地取得費を含む） ７９２，９１２千円
振興センター施設整備事業費 １，３４２，０２７千円
工房（共同利用工場） ３，７７，０７６千円
南部曲がり家 ４８，５６８千円
　　　計 ２，５６０，５８３千円
出所：同財団法人の資料
表１０　盛岡地域地場産業振興センターの施設整備事業費
資金調達内訳施設事業費
高度化資金 ６６７，４００千円
国・県補助金 ３４２，７００千円
自己資金 ３３１，９２７千円
　うち盛岡市 ３０１，３４７千円
　　町村 ３，０００千円
　　商工団体 ２７，５８０千円
　　　計 １，３４２，０２７千円
用地費（造成費を含む） ４３０，１１１千円
振興センター施設整備事業費 ７３０，０２５千円
備品等 １７９，８９１千円
　　　計 １，３４２，０２７千円
出所：同財団法人の資料
なお、建物施設については、市が建築して組合員に２年間賃貸借した後に、分譲して所有権を譲
渡する方式を採用している。
５　盛岡地域地場産業振興センターの概要
　　法人概要
①名　　　称　盛岡地域地場産業振興センター
②所　在　地　岩手県盛岡繋字尾入野６４－１０２　０１９６－８９－２２０１
③設立年月日　１９８４年９月５日設立登記
④基 本 財 産　２，７５０万円
⑤理　事　長　太田大三
⑥役 員 構 成　理事２４名、監事２名、評議員２３名、運営委員２５名
⑦監　　　事　谷村長三郎（矢巾町町長）、佐藤光一（岩手県紙器工業組合理事長）
　　　　　　　（昭和６２年５月３０日現在）
⑧出 捐 構 成　盛岡地域地場産業振興センターの設立構成団体は、①県、盛岡広域市町村圏内
の全市町村と安代町、②上記市町村内の商工会議所・全商工会、③南部鉄器協同
組合などの地場産業関係組合の４９団体で、岩手県７５０万円、盛岡市１，０００万円、４７
団体１，０００万円である。
⑨職　員　数　１６名（振興センター職員８名、即売室等補助職員６名、即売室パートタイマー２名）
　　事業概要
盛岡地域地場産業振興センターは、「盛岡広域生活圏の地域における地場産業の振興のための
事業を行なうことにより、地場産業の育成強化を図り、もって地域経済の健全な発展と地域住民の
生活の向上および福祉の増大に寄与することを目的」（寄付行為）として、次のような事業を行なっ
ている。①盛岡地域地場産業振興センターの設置およびその管理運営に関する事業、②新商品の開
発研究および調査に関する事業、③情報の収集および提供に関する事業、④人材育成に関する事業、
⑤需要開拓に関する事業、⑥経営相談に関する事業、⑦その他この法人の目的を達成するために必
要な事業である。
この目的および事業として、１９８７年度には、次のような事業活動が行なわれている。
振興センター管理運営事業として、①センター施設の宣伝・紹介、②職員研修、③各種会議の
開催、④センター施設の保安・管理。
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表１１　手づくり工房の施設整備事業費
資金調達内訳施設事業費
自己資金 ９３，５９９千円
盛岡市負担金 ２９，９９１千円
高度化資金 ２４０，５００千円
市設備貸与 １１，８０４千円
県設備貸与 １，１８２千円
　　　計 ３７７，０７６千円
用地費（盛岡市の土地を使用させる：市有地）
振興センター施設整備事業費 ２９７，４９２千円
備品等 ７９，５８４千円
　　　計 ３７７，０７６千円
出所：同財団法人の資料
地場産業振興事業として、①需要開拓事業、１）第２５回インターナショナルギフトショーへの
出品参加、２）東北地場産品フェア８７の出品参加、３）手づくり体験教室の開設（通年）。②人材
育成事業、１）研修会の開催、２）技術熟達者認定制度の調査研究。③新商品開発能力育成事
業、１）味噌、醤油などの新パッケージ開発、２）テーブルウェア試作品製作とその改良。④情報
対策事業、１）情報収集提供事業。⑤交流促進事業、１）振興センター案内パンフレットの作成配
布、２）季節イベントの実施、３）観光物産展での活動、４）各種イベント・まつりへの参加。
　直営事業として、①展示即売室運営管理事業、②展示資料室運営管理事業、③食堂運営。
委託事業として、盛岡市より南部曲り家、駐車場、公園緑地、その他共用施設等の維持管理業
務を受託し、センター施設との一体的な運営管理により相乗効果を発揮させるとともに、盛岡手づ
くり村の中核施設として施設の充実に努め、来村者の好評を得ている。
　　運営組織
盛岡地域地場産業振興センターの運営は、基本的に、①総務部、②振興部、③地場産品普及部
の３つの組織体制で運営されている。
６　１９８７年当時の営業概況
　　営業概要
盛岡手づくり村は、１９８６年５月にオープンした。１９８６年５月～１９８７年３月の入場者数は、約７４万
７，０００名。１９８７年度は９８万５，０００名に達している。
観光利用者の入込状況を地域別に見ると、１９８６年度では県内客６０％に対して、県外客は４０％で
あったが、１９８７年度では県内客３５％、県外客６５％、と県外客の来村率が多くなったことが注目され
る。１日当たりの来村客が２万名を超える日もあるほか、修学旅行や各種団体等の来村も目立つ。
一方、売り上げ状況をみると、１９８７年度は展示即売室の売上は４億３，２００万円と前年度に比べ
１５％の伸びを示しており、１人当たりの購買単価は約１，６００円となっている。展示資料室（見学料
は１人１００円）の入場者数は約１１万８，０００名にのぼるが、前年度に比べ若干減少している。また、
各種手づくり教室の参加者は、合計２万３，０００名を数え、前年度と比較して１８０％の高い伸びを示し
ている。
１９８７年度における収入状況をみると、「一般会計部門」は約１１億１，０００万円、「収益特別会計」部門
は、約５億２，７００万円、「維持特別会計」は約１，４００万円となっている。
　　施設等の利用状況
１９８７年度における盛岡手づくり村の入場者数等は次のとおりである。
①手づくり村入場者数９８万５，１４６名、②展示品購買客数１８万１，５０８名、③展示資料室入場者数１３万
０，３１７名、④手づくり教室参加者合計１万２，６８８名。内訳は、陶器５，７１４名、竹細工２，５２５名、木工
１，６１１名、藁細工１，０１６名、染物１，８２２名。⑤１日の最大客数２万２，９１８名（１９８７年８月１６日）、１日の
最小客数２０６名（１９８８年２月７日）、概ね日曜日は約１万名、平日は約２，０００～３，０００名程度である。
　　主な施設の利用料金
盛岡手づくり村は、基本的に全体の入村料、入場料等は無料であるが、盛岡地域地場産業振興セ
ンター内の展示資料室の見学料金は１名１００円（２０名以上の団体は８０円）である。
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７　２００４年度の事業決算概況
　　事業概要
２００４年度の事業報告より実施された主要な事業には、次のようなものがあげられる。
センターの新しいホームページの作成、施設の機能強化、展示資料室の改装、レストランの新メ
ニューの開発、花壇などの環境整備など、観光客の誘致を積極的に行うと同時に、振興センターの
業界振興機能を生かし、地場産業界に対し、ニーズ調査の結果を踏まえた「清酒まつり」の開催、
商品開発能力の向上を図るため、２００３年度から取組んでいる「ジバ・デザインプレーナー塾」の運
営、各種イベントでの商品の紹介、業界主催のイベントへの支援など、業界の充実を促進してきた。
また、小岩井農場、つなぎ温泉、盛岡手づくり村の三者連携による「ワイワイ手つなぎプロジェク
ト」、御所ダムとの連携強化による御所湖周辺への活性化に向けての活動・観光客誘致活動など
の推進により、地域産業の活性化に寄与してきた。
ちなみに、２００４年度のセンター入場者は５１万人で、対前年度比９４．５％である。
管理運営事業として、①振興センター入場者への宣伝・紹介、②理事会・評議員会の開催、③
来場者アンケート調査の実施、④小岩井農場、つなぎ温泉、盛岡手づくり村連携事業「ワイワイ手
つなぎプロジェクト」への参画、⑤振興センター機能強化委員会の運営、⑥その他。地場産業振
興事業として、①情報受発信基地化事業、②活性化事業、③人材育成事業、１）ジバ・デザインプ
レーナー塾の継続実施、２）南部鉄器業界若手職人後継者の商品開発能力の育成、④交流促進事業、
⑤需要開拓事業、直営事業として、①展示即売事業、②展示資料室運営事業、③施設利用促進事
業、④食堂事業、⑤体験学習事業、受託事業、全国地場産業振興センター協議会関係がある。
　　決算概況
２００４年度の決算報告による収支は表１２のとおりである。
８　問題点と課題
盛岡手づくり村は、１９８６年５月１日オープン以来、１９８８年４月までの２年間で、来村者は約１７８万
名に達し、大変な盛況を得ている。他の地場産業振興センターにはない魅力として、工房による手
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表１２　２００４年度の収支決算
 支　　　出 （千円） 収　　　入 （千円）
特別会計一般会計合計（千円）特別会計一般会計合計（千円）
６５，３８２
１５，２４９
０
２２６
０
０
０
０
８０，８５９
△１，８９９
５５３
３３，５２３
１，９４４
１２，４７８
９７
０
０
２，４２２
０
５０，４６５
１，５４９
２，６１０
９８，９０５
１７，１９４
１２，４７８
３２３
０
０
２，４２２
０
１３１，３２４
△３４９
３，１６４
管理費
事業費
施設維持費
固定資産取得支出
借入金返済支出
積立預金支出
繰出金
予備費
当期支出合計
当期収支差額―
次期繰越収支差額―
０
６９，７９２
０
６，０６４
０
２，４２２
０
０
６８０
７８，９５９
２，４５３
８１，４１２
３９，０００
１，２８０
８
３，７５４
７，９７０
０
０
０
２
５２，０１５
１，０６１
５３，０７６
３９，０００
７１，０３２
８
９，８１８
７，９７０
２，４２２
０
０
６８２
１３０，９７４
３，５１４
１３４，４８９
補助金収入
事業収入
基本財産収入
負担金収入
委託料収入
繰入金収入
積立預金取崩収入
借入金収入
雑収入
当期収入合計
前期繰越収支差額
　収入合計
出所：同財団法人の資料
づくり教室も人気を集めている。また、修学旅行のコースに組み入れられるなど団体旅行等の主要
な観光コースのひとつとなっているなど、多くの観光利用者などをあつめてきたが、近年は、開業
効果も薄れ、２００４年度のセンター入場者は５１万人で、対前年度比９４．５％に減少している。
一方、地場産業振興センターでは、新商品開発や各種情報の収集・提供、人材養成等の各種地場
産業振興策が実施されている。加えて、工房間の異業種交流が行われるほか、見学者との交流から
情報や商品開発のヒントを得るなど、当初の目的が達成されている。また企業イメージの向上も図
られ、若い職人も新たに確保できるなど種々の効果を上げている。
地場産業の振興を図ると同時に、観光施設として誘客を図るというコンセプトは、その後の地場
産業振興センターづくりや地域振興政策の具体化に、大きな示唆を与えた貴重な事例として高く評
価できる。
今後の課題としては、各種の工房を増設するとともに、文化的志向を高めるなど、「職人」から
「工人」「芸術家」を排出していく努力も合わせて必要となろう。そのため、盛岡地域振興センター
と工房群が一体となって運営されるよう、今後とも新しいノウハウの蓄積に努め、独自性を発揮さ
せるためのソフト面の開発が同時に重要である。と同時に、周辺地の有力な観光資源である「小岩
井農場」「つなぎ温泉」「御所湖」など周辺地域の観光施設や観光資源との連携、また広域的な観光
資源との連携を図ることにより、周遊観光地の一つの拠点として、さらなる展開を期待するもので
ある。
Ⅲ　新潟県三条・燕市新潟県央地域地場産業振興センター―公民連携により地域
産業の振興を推進するため整備された地場産業振興センターを運営管理する例―
１　地域概況
三条・燕地域は新潟県の中央に位置し、金属洋食器、金属ハウスウェアー、利器工匠具、作業工
具、ガス・石油危機等を基幹的地場産業とする全国でも有数の金属複合加工産地である。
平成２年当時の三条・燕地域の就業人口は７２，７８９人であるが、このうち３４，９２２人（約４８％）が第
二次産業に従事している。この第二次産業の内訳をみると、その約８０％は金属製品の製造・加工業
の従事者である。この地域の地場産業の特徴として、第二次産業に偏った産業構造、中でも、金属
製品製造業のウェイトが極めて高く、しかも、零細企業が非常に多く、３人以下が６３％、９人以下
は８７％を占める小規模・零細規模企業が多いことが特徴である。
このような企業の特徴として、受注生産のウェイトが高く、常に受注量の不安を抱え、社会・経
済環境等の動向に左右されるなど、経営の不安定性が大きいといえる。
２　設立までの経緯・目的
三条・燕地域は、古くから全国有数の金属複合加工産地として発展を続けてきたが、１９８５年以降、
急激かつ大幅な円高の進行、貿易摩擦、諸国との国際市場の競合激化等の影響から、輸出製品
を中心に出荷・受注の大幅な減少を余儀なくされた。
また２１世紀を迎え、技術革新の進展、経済のソフト化、情報化、工業の国際化等の社会経済環境
の著しい構造的変化に対応した体質改善を求める声が、地域企業の間に広がっていた。
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これらの背景を踏まえ、新潟県では、三条・燕地域が中小企業庁の「新地場産業集積圏構想」の
モデル地域に指定されたことを契機に、地元と一体になって新地場産業集積圏構想の策定を行うこ
とになったのである。
「新潟県県央地域地場産業振興センター」は、三条・燕地域の産地全体を引っ張る中核施設とし
て構想され、１９８６年１１月、新潟県県央地域地場産業振興センターの理事会による決議がなされた
後、１９８６年１２月に県知事による法人設立の認可を受け、法人設立がなされた。
１９８６年１２月メッセピアの建設に着工、１９８６年５月メッセピア竣工。
その後、１９９７年１０月リサーチコア施設整備準備室の設置、１９８６年６月三条・燕リサーチコア施設
整備に着工、１９９９年３月・燕リサーチコア施設竣工。
３　事業化の特徴
　　法人設立の特徴
新潟県県央地域地場産業振興センターは、時代に対応した新しい地場産業の展開を目指すため、
人・技術・情報など交流結合を図りつつ、新商品・新技術の開発の契機となる中核機能を持ち、併
せて地域文化の活性化のための各種の設備を有する複合多機能施設として構想された。
この新潟県県央地域地場産業振興センターの法人設立の特徴は、法人設立以前に基礎となる別の
組織が存在していたことがあげられる。
一般に、このような施設を整備する場合には、何もない状態から計画立案、施設整備、業務内容
の決定等を実行し、修正と補足を繰り返しながら新たに組織を築いていくことが多いが、新潟県県
央地域地場産業振興センターの場合には、三条市と燕市にそれぞれ「三条地域新産業誘致開発機構」
と「燕市新産業誘致開発機構」という販売促進組織がすでに存在していたことから、この組織を基
礎に発展的な組織として、新潟県県央地域地場産業振興センターが設立された。
　　法人運営の特徴
新潟県県央地域地場産業振興センターを事業化するにあたり、用地取得については三条市と燕市
が共同で土地の全面買収を行い、その上で、施設の建設整備や機械設備の導入等の施設整備がなさ
れた。この施設整備事業費約３８億円は、国庫補助金、県費補助金、三条市・燕市助成金、高度化融
資資金の借入等により資金調達されている（表１３）。
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表１３　事業化の特徴
新潟県県央地域地場産業振興センター施設名
新潟県県央地域地場産業振興センター管理運営主体
新潟県県央地域地場産業振興センター施設整備事業主体
三条市・燕市の助成金
補助金：①国庫補助金、②県補助金
高度化資金の融資
資金調達方法
三条市・燕市が共同で民有地を買収用地取得方法
民有地従前の土地所有者
新潟県県央地域地場産業振興センター現在の土地所有者
出所：同財団法人の資料より作成
施設の管理運営は、新潟県県央地域地場産業振興センターが独自に行っているので、直接「公
共部門」や「民間部門」が関わることはない。事業計画等の策定は、基本的に「公共部門」と「民
間部門」を交えて協議をし、その上で事業計画等の策定が行われているが、実際には「公共部門」
である三条市・燕市の基本的な整備計画に即した形での計画の策定が行われている。
４　事業概要
　　事業目的・事業内容
新潟県県央地域地場産業振興センターの主な役割としては、①地場産業振興育成機能と②地域
文化活性化機能の２つがあげられる。
地場産業振興育成機能については、積極的に新産業の誘致を行うとともに、そのための情報収集、
情報提供、宣伝活動等が行なわれている。また新商品の開発、新技術の導入、需要の開拓事業、人
材の育成等を行うことにより地場産業振興育成の中核を担っている。
一方、地域文化活性化機能については、センター内の各種設備を利用して行われる見本市や展示
会、コンサート等を通じて、地域住民や来訪者のための交流の場をつくり、産業と観光の接点とな
る新しい観光拠点を目指している。
新潟県県央地域地場産業振興センターの具体的な事業内容は、次のとおりである。
需要開拓事業は、①地場産品の販路拡大と三条・燕地域の地場産業、②燕三条駅観光物産セ
ンターの管理・運営。人材育成事業は、①技術研修・研修等による人材の育成、②地元大学と
地域企業による共同研究の推進（地域シンクタンク活用事業）。技術高度化指導事業は、①最新鋭
の情報機器、産業機械、システム等を展示・紹介する統合見本市の開催、②工作機械、コンピュー
タ機器等の開放。情報事業は、企業ニーズに沿った多様で高度な情報の収集・加工・提供。創
造的発展支援事業は、三条・燕地域の地場産品に対して、消費者ニーズに対応した製品開発を目指
すため、製品企画力やデザイン開発能力の向上を図る必要性から、デザインフォーラム及びデザイ
ンコンペティション等の実施。特定中小企業集積等支援事業は新分野進出に取り組む地域企業に
対し技術の高度化支援。新産業誘致開発事業は①新産業の誘致による産業基盤の強化、②企業間
提携および受注・発注の斡旋事業。食堂委託事業は、レストラン「メッセピア」の運営委託。
貸館事業は、多目的ホール、会議室、研修室等を一般に開放。
　　組織構成
組織機構としては、総務部には、①総務課、②物産振興課、③施設経営課、③燕三条駅観光物
産センター、④レストラン「メッセピア」、⑤中小企業大学校三条校が、事業振興部には、①企画
振興課、②技術振興課、③情報事業課が、また新産業誘致開発部には業務課がある。
センターの組織構成員は５０名であり、三条市から出向者５名、燕市から出向者５名、プロパー職
員４０名の陣容である。また、常時６～７名のパートを雇用し、組織の管理・運営が行われている。こ
の三条市および燕市から出向している職員は、主に管理職として、予算の検討や事業計画の策定等
に携わっている。また将来的には、プロパー職員のみによる施設の管理・運営を目指しているが、
職員給与や待遇等の問題から実現は困難な状況である。
組織運営上の特徴としては、各セクションに大学の教員等、専門知識を有する人物の協力を得て、
業務内容の充実に力を注いでいる点があげられる。
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５　施設概要と資金調達
　　施設規模
「三条・燕地域メッセピア」の施設規模については、①敷地面積１５，１６９．２㎡、②建築面積６，１６４．７
㎡、③延床面積９，７２７．４㎡、④構造：鉄骨・鉄筋コンクリート造５階建、⑤建築年度：１９８６～１９８７年
度である。
一方、「三条・燕リサーチコア」の施設規模については、①敷地面積１，５００㎡、②建築面積
１，２２７．１９㎡、③延べ床面積５，５２３．３８㎡、④構造：鉄骨増７階建、⑤建築年度：１９９８～１９９９年度であ
る。
　　主な施設内容
主な施設としては、「三条・燕地域メッセピア施設」には、多目的大ホール、展示即売場交流
サロン、事務室、レストラン「メッセピア」、信用保証協会県央支店、県央技術支援センター、特別
会議室、大会議室、小会議室、新潟税関支署三条燕派出所、総合研修室、ミーティングルーム等が
ある。
また、「三条・燕リサーチコア施設」には、テクノセンター、インキュベート室、技術指導室、
インキュベート室、デザインギャラリー、交流サロン、事務室、異業種交流プラザ、デザイン開発
室、技術経営相談室、産・学・官共同研究室、事務室、研修室、マルチメディアホール等がある。
　　施設整備費と資金調達方法
施設整備費と資金調達方法は、表１４および表１５に示すとおりである。
７　法人の概要
法 人 名　新潟県県央地域地場産業振興センター
所 在 地　新潟県三条市須頃１－１７
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表１４　三条・燕地域メッセピア施設整備費と資金調達方法
資金調達方法施設事業費
三条市・燕市から助成金 ６８９，３４０千円
補助金
　①国庫補助金 ２００，０００千円
　②県費補助金 ２００，０００千円
高度化融資資金か要りれ ２，７０６，０６０千円
　　　総事業費 ３，７９５，４００千円
用地取得費 １，０５０，２３０千円
建築工事費 ２，２７４，１９０千円
外溝・構築物工事費 ９９，５２０千円
機械・設備費 ２６５，０４０千円
設計管理・什器備品費 １０６，４２０千円
　　　総事業費 ３，７９５，４００千円
出所：同財団法人の資料
表１５　三条・燕地域リサーチコア施設整備費と資金調達方法
資金調達方法施設事業費
国庫補助金 ８４２，５９６千円
長期借入金 ９５１，９０９千円
　　　総事業費 １，７９４，５０５千円
建築工事費 １，４７１，０２８千円
外溝・構築物工事費 １９，０１５千円
試験評価機器整備費 ９７，８３２千円
情報機器整備費 ９８，７００千円
設計管理・什器備品費 １０７，９３０千円
　　　総事業費 １，７９４，５００５千円
出所：同財団法人の資料
設　　立　１９８６年１２月
基本財産　４，４００万円
社 員 数　５０名
出 捐 者　新潟県１，０００万円、三条市１，０００万円、燕市１，０００万円、三条商工会議所６００万円、燕
商工会議所１５０万円、日本金属洋食器工業組合１５０万円、日本貴金属ハウスウェアー
工業組合１５０万円、燕商業卸団地協同組合１５０万円、自己資金（１９８５年度決算分基本
財産へ繰入）２００万円。
８　１９９４年当時の経営・運営状況
新潟県県央地域地場産業振興センターでは、三条市・燕市から同額の助成金、販売事業収入、
貸館事業収入、見本市等の事業収入を管理運営費に充てている。
また各種センター事業の運営については、県および三条市・燕市からの負担金、補助金収入によ
り実施され、一定の実績を上げている。
しかしながら、健全経営を目指して努力されてはいるが、事業の収益性よりも公益性を重視して
運営がなされているため、十分な財源を確保した上で、施設の管理・運営および各種センター事業
の運営が行われているとは言い難い状況である。このため、物産振興のための県内外への活動、
各種展示即売会への参加等を積極的に展開し、新たな需要の開拓を行っている。
このような努力の結果は、経済不況等の影響で販売事業収入が若干減少してはいるが、観光バス
で来館する団体客の増加や貸館事業業績の順調な伸びという形で実を結ぶと同時に、他のセンター
事業においても、一定の成果をあげている。
　１９９４年度の主な事業収入
需要開拓事業では急騰する円高に危機感を監事、積極的な誘客宣伝や各種イベントへの参加を
行った。その結果、観光バスによる来館が前年よりも微増したが、不況等の影響により即売品売上
が若干減少し、外商販売の伸びを加えても前年度の実績を下回っている（表１６）。
なお、（　）は前年度の実績を示す。
人材育成事業では、技術研修・セミナーとも前年と同程度の参加者があった。
貸館事業では、積極的な活動を行ったため実績は１０％増加した。施設利用者は２７０，１２１人
（２６１，１９１人）、施設利用収入は５６，１０６，１１６円（５０，９２３，３０３円）である。
　　１９９４年度の収支
１９９４年度の決算額は、当期収入合計５６７，４５４，２１０円＋前期繰越収支差額１７，８８５，２６３円＝収入合計
５８５，３３９，４７３円－当期支出合計５５４，３８８，６５５円＝次期繰り越し収支差額３０，９５０，８１８円である。
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表１６　１９９４年度の主な事業収入
《燕三条駅観光物産センター》《新潟県県央地域地場産業振興センター》
即売品売上 ４６，０９０，０４０円（５５，０２８，１７０円）
外商販売売上 １９，４７６，４４２円（２５，５００，１０７円）
展示および小間収入 ５，５６６，８００円（ ５，５９７，４００円）
即売品売上 １６３，６８５，４８１円（１７１，０５８，５９３円）
外商販売売上 ２５，５１４，１１５円（ ２３，６９５，１６６円）
展示および小間収入 ８，８５１，４３３円（　９，１１１，７００円）
出所：出井信夫編著『「公私協力方式」と「第３セクター方式」の研究　№１』（地域計画研究所、１９９６年）１６８頁より作成
９　２００４年度の事業決算概況
　　事業概要
２００４年度の事業報告より実施された主要な事業をあげると、次のようなものがある。
需要開拓事業として、①展示・即売事業、②燕三条駅観光物産センター事業、③体験工房運営
事業、④貸館事業、情報提供事業として、①研修事業、②地域情報化推進事業、新産業開発
事業として、①新産業開発事業、②産学共同開発事業、③産業技術ネット構築事業、コーディネー
ト推進事業として、①総合相談事業、②ローカル支援センター事業、③地域活性化推進事業、デ
ザイン開発事業として、①デザイン研修事業、②新商品・デザイン開発支援事業、③デザインギャ
ラリー事業、また特別会計による事業として、食堂事業（特別会計）および県央アクションプ
ラン推進事業（特別会計）がある。
　　決算概況
２００４年度の決算報告による収支は表１７のとおりである。
１０　地域への波及効果
新潟県県央地域地場産業振興センターが地場産業振興育成機能の中核を担うことにより、人・
技術・情報等の交流結合が拡大し、地場産業の近代化・高度化、業界・住民の意識改革、産地とし
てのイメージアップ等が図られている。
具体的な波及効果については、地域企業の技術力・新商品をアピールすることによって獲得され
た受注・発注の斡旋、産学官による共同研究や異業種間交流による新商品・新技術の開発、次世代
を支える人材の育成等の分野で多くの実績を上げている。
１１　「公共部門」との関係
「公共部門」との関係については、新潟県県央地域地場産業振興センターの施設整備事業費に
三条市および燕市からの助成金が７億円、また財団法人の設立にあたっては、新潟県、三条市、燕
市から基本財産に各１，０００万円の出捐を受けている。
加えて、高度化融資資金の返済においても、新潟県が１億円、三条市・燕市からそれぞれ４，５００万
円ずつの金銭的支援を受けている。さらに人材的支援として、三条市、燕市の両市から各５名の職
員が派遣されている。
１２　「民間部門」との関係
「民間部門」との関係については、新潟県県央地域地場産業振興センターの設立時に各民間出
資団体から基本財産の出捐を受けたのみで、それ以降の法人の活動においては、寄付金や職員の出
向・は検討の支援活動は一切行われていない。
民間企業側は、新潟県県央地域地場産業振興センターから一方的に地場産品の販路拡大、地場
産業、新商品の開発、新技術の導入等、さまざまなメリットや恩恵を享受している。
１３　問題点と課題
新潟県県央地域地場産業振興センターは、次のような２つの問題を抱えている。
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１つ目の問題は、小規模企業の施設利用率が低いことである。この三条・燕地域は、小規模・零
細的な企業が多く立地している地域である。小規模・零細的な企業がセンター施設を利用しようと
する場合には、人材的にも、資金的にも企業負担は非常に大きなものとなる。
このような状況を反映し施設の利用率が低いが、効果的な改善策・打開策が見出せず、地域企業
に対して施設・事業計画等のを継続的に行う以外には打つ手がないのが現状である。
一方、大規模および中規模な企業の施設利用率は比較的高く、かつ協力的である。
地域産業の振興と公民連携・７４
表１７　新潟県県央地域地場産業振興センター平成１６年度収支計算書総括表
（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）
（単位：円）
内部取引
消　　去
県央アクションプラン
推進事業特別会計
食堂事業
特別会計
一般会計合　　計科　　　　　目
０
△１，２３７，３７６
０
０
０
０
０
△３，５４０，８５３
０
０
０
６８，２２２，５７４
２０，５８７，０００
０
０
０
２，９３０，０００
４，７６９，７４９
０
５４，７６６，００２
０
０
２，２６７，７１４
０
０
０
０
１４，１５８
１５７，５９５，０７１
３４０，２４６，５７９
７３，４０３，８８７
５６５，４５９
５，５９６，０００
１，７１２，０００
６１０，８５３
０
１４，１５８
２１１，１２３，６９７
４０８，４６９，１５３
９３，９９０，８８７
２，８３３，１７３
５，５９６，０００
１，７１２，０００
０
４，７６９，７４９
Ⅰ　収入の部
１．基 本 財 産 運 用 収 入
２．事 業 収 入
３．補 助 金 収 入
４．負 担 金 収 入
５．雑 収 入
６．特 定 預 金 取 崩 収 入
７．固 定 資 産 売 却 収 入
８．繰 入 金 収 入
９．受 託 事 業 収 入
△４，７７８，２２９９６，５０９，３２３５７，０３３，７１６５７９，７４４，００７７２８，５０８，８１７当 期 収 入 合 計
１，３３２，９８０５，７４５，９８０４０，４５０，７３７４７，５２９，６９７前 期 繰 越 収 支 差 額
△４，７７８，２２９９７，８４２，３０３６２，７７９，６９６６２０，１９４，７４４７７６，０３８，５１４収 入 合 計
△６９０，８５６
△４，６５０
△４２，７９０
△９，５００
△１２４，７３０
△８１，８８０
△２５２，９５０
０
０
０
△３，５４０，８５３
０
０
△２，３７０
０
△２７，６５０
０
０
０
０
０
０
２，７７０，１３０
０
０
０
６１０，８５３
０
０
０
６８，３６５，４５６
２６，０９５，８６４
０
０
０
０
０
０
１０１，６８８
２，２４４，０００
０
０
０
０
０
５５，３３９，４３７
０
０
３２，４７１，１２７
１４，５７２，７６３
１３，８０３，８１０
１１，６８９，６７６
１４，４６８，６７６
１８，４５４，２０３
３６２，４７９，３５２
６９，５００，０００
５，３０７，０００
１２，３２６，２６５
２，９３０，０００
４，０００，０００
０
０
０
０
３１，７８０，２７１
１４，５６８，１１３
１３，７６１，０２０
１１，６８０，１７６
１４，３４３，９４６
１８，３７２，３２３
３６５，０９８，２２０
７１，７４４，０００
５，３０７，０００
１２，３２６，２６５
０
４，０００，０００
０
５５，３３７，０６７
６８，３６５，４５６
２６，０６８，２１４
Ⅱ　支出の部
１．需 要 開 拓 事 業 費
２．情 報 提 供 事 業 費
３．新 産 業 開 発 事 業 費
４．新技術新商品開発支援事業品
５．コ ー デ ィ ネ ー ト 推 進 事 業 費
６．デ ザ イ ン 開 発 支 援 事 業 費
７．管 理 費
８．借 入 金 返 済 支 出
９．特 定 預 金 支 出
１０．固 定 資 産 取 得 支 出
１１．繰 入 金 支 出
１２．諸 支 出
１３．予 備 費
１４．食 堂 事 業 費
１５．マグネシウムプロジェクト事業費
１６．環 境 分 野 産 業 振 興 事 業 費
△４，７７８，２２９９７，８４２，３０３５７，６８５，１２５５６２，００２，８７２７１２，７５２，０７１当 期 支 出 合 計
０△１，３３２，９８０△６５１，４０９１７，７４１，１３５１５，７５６，７４６当 期 収 支 差 額
００５，０９４，５７１５８，１９１，８７２６３，２８６，４４３次 期 繰 越 収 支 差 額
出所：同財団法人の資料
このような背景から２つめの問題点としては、広範囲な企業ニーズを吸収することが困難である
点があげられる。小規模企業の施設利用率が低いため、小規模企業が抱えている企業ニーズの吸収
が難しく、小規模企業が求めているものを的確に把握できない状況である。
したがって、今後の課題としては、小規模企業にも利用しやすい環境を整えるとともに、広範囲
から企業ニーズを吸収し、その企業ニーズに応えられ、かつ企業の大小を問わない魅力的な事業計
画を策定することである。とはいえ、小規模・零細規模的な企業が多いため、小規模企業を念頭に
置いた環境整備や施設・事業計画も、ほとんど効果がみられない。そのため、実際の活動では、
大規模および中規模な企業を中心に支援し、その活性化を促し、その下請けである小規模・零細規
模的な企業の力を伸ばす方向に重点が置かれている。
１４　今後の方向と展望
金属複合加工産地として発展を続けてきた三条・燕地域であるが、今日なお続く不況や円高の進
行、諸国との国際市場での競合等の影響により先行きの見通しが窮めて厳しい状況にある。
三条・燕地域は、これまでも社会・経済環境の著しい構造的変化に対しては、体質改善を進めるな
どにより幾度となく危機を乗り越え、現在まで発展を続けてきた。
このような社会経済環境の下で三条・燕地域が発展を永続させていくためには、常に地場産業形
態の改良・改善を行うことによって柔軟な生産構造を築くと同時に、危機に直面した時にはイノ
ベーションを行う先覚者の出現が必要とされる。
三条・燕地域の今後の展開を確かなものにするには、次の２つのポイントが重要な鍵となる。
１つ目のポイントは先覚者の存在である。
先覚者は必ずしも製造業者である必要はない。産地内の問屋や業界外部の人物や機関でもよい。
いずれにしても優れた情報収集能力、的確な判断力、先見性を持ち、強いリーダーシップを発揮し
て産地全体を引っ張っていけるような人物や機関でなければならない。高度情報化社会と呼ばれる
今日、消費者ニーズを的確に捉え、それに対応した情報を産地にもたらし、その情報を鋭い感覚で
取捨選択する。このような先覚者の出現が必要である。
２つめのポイントは、三条・燕地域の・地場産業の特性に関するものである。
三条・燕地域には、小規模・零細規模的な企業が多いが、このような企業群が“産地形成”とい
う形態を維持しながら存続している。
このような企業は、人材面、資金面、技術面、情報面等でさまざまな制約を受けているが、これ
らの制約を克服して将来に向かって事業を存続させると同時に、さらに発展させていく絶え間ぬ努
力をしていかなければならない。そのためには、小規模・零細規模的な企業の特質である機動力を
考慮し、適した分野に特化した事業展開をしていくことも一つの選択際として有力である。また、
人材、資金、技術、情報という自社の持つ経営資源を見直し、自社の強みを活かしながら弱みを補
強し克服し、これらを一つの方向に結集することが重要である。
この２つのポイントを考慮した上で、「新潟県県央地域地場産業振興センター」が先覚者の役割
を担うと同時に、地域企業、産地企業、県・市などの自治体と協力して、現在のような“産地形成”
という形態を維持しつつ、構成員全員が繁栄と苦しみを共に分かちあって生きていく方法を目指す
ことが重要である。
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Ⅳ　新潟県新潟市新潟地域産業振興センター―公民連携により地域産業の振
興を推進するため整備された地域産業振興センターを運営管理する例―
１　地域概況
「新潟市産業振興センター」のある新潟市は、信濃川と阿賀野川の二大河川が日本海に注ぐ河口
に発展した都市である。新潟市は「水の都」とも呼ばれ、古くから対岸諸国との交流を通じ港とと
もに発展してきた商業、港湾都市である。
「新潟市産業振興センター」は、上越新幹線をはじめ関越、北陸、磐越自動車道などの高速交通
網に加え、国際空港、特定重要港湾と、陸海空の交通の要所に立地し、産業、文化などの情報の拠
点として、多様化時代にふさわしい規模と内容を備えた施設である。
２　事業化の経緯
「新潟市産業振興センター」の施設整備の動機、目的は、産業の高度化、多様化に伴い、関係各
界からの熱望により大型見本市や展示会の開催、各種大会や文化、スポーツイベントなど多目的利
用の図れる大型総合複合多機能施設の整備が必要であるとの関係各界から強い熱望が出されたこと
を受けて、イベントの増加や大型イベントの開催に対応し地域産業等の振興を図るという目的で、
「新潟市産業振興センター」は施設整備されたわけである。
このような目的で「新潟市産業振興センター」は施設整備され、この産業振興センターを管理運
営する管理運営組織として、新潟地域産業振興センターが１９８５年３月に設立された。
新潟地域産業振興センターは、新潟市並びに周辺市町村における商工業等の産業の近代化、高
度化のための事業を行うことにより、地域産業の健全な育成および発展に貢献し、もって活力ある
地域経済社会の形成、地域住民の生活向上および増大に寄与することを目的としている。
施設整備の方針決定に至るまでの経緯は次のとおりである。
１９８３年８月基本構想（庁内で検討）。１９８５年６月基本計画決定、建設用地決定。
１９８５年１２月建設着手。１９８７年３月完成、施設オープン。
３　事業化・法人設立運営の特徴および施設機能の特徴
　　事業化・法人設立運営の特徴
法人設立の特徴については、新潟地域産業振興センターは新潟市と第四銀行他３４社から構成さ
れる第３セクター方式が採られたことである。
法人運営の特徴は、新潟地域産業振興センターが運営する「新潟市産業振興センター」は、新
潟市が施設整備した公共施設である点が特徴としてあげられる。施設を民設ではなくではなく公設
にすることにより、次のような２つの点で有利な条件が得られる。
第一には、施設に対する税金面での優遇が得られることである。また第二には、公共施設である
ことから、一般市民の人達もこの施設に対し親しみが生まれ、地域住民がこの施設に対して公共性
が維持できることである。
　　施設の所有形態
「新潟市産業振興センター」の土地、施設の所有者は共に新潟市である。新潟市産業振興セン
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ターのある場所は、従前は新潟県の所有地であった。このセンター施設を整備するにあたり新潟市
は新潟県も何とか協力してほしいとの要請を行った結果、民間同士の売買よりは安価な条件で新潟
市が新潟県より購入したものである。その意味では、センターの施設整備にあたっては新潟県、新
潟市、関係各界が協力して建設されたといえる。
新潟地域産業振興センターの管理運営は、新潟市よりが管理運営受託している（表１８）。
　　施設機能の特徴
施設機能の特徴については、次の諸点があげられる。
最大１万人収容可能なスペース：展示ホールは無柱で４，５００㎡の広さを誇り、最大１万人収容可
能なスペースである。大規模な見本市、展示会、各種大会、スポーツなどに幅広く利用できる。
１，２００台収容の駐車場完備：関越・北陸自動車道など、交通網の要衝地に立地しているので、車利用
を考慮に入れ１，２００台収容の駐車場を備えている。展示物の搬出入が容易：展示物・装飾材料等の
搬入・搬出がスムーズに行えるように、搬入・搬出口（５．６ｍ×４．８ｍ）は３か所設置され、重量
物の搬入にも耐えるように、指定区域は１㎡当たり５ｔの床荷重に設計されている。充実した館
内設備：あらゆるイベントの開催に対応するため、展示ホール、会議室、軽食喫茶室、シャワー室、
コインロッカー室など、万全の設備が設置されている。
４　事業概要
　　主たる事業
新潟地域産業振興センターの「寄付行為」には、この法人は目的を達成するために行う事業に
ついて、「第一章総則の第４条」に、次の事業を行うと明記されている。
産業振興に関する調査、研究事業、技術情報、企業情報の収集：提供に関する情報サービス
活動、高度技術の開発又は利用に関する研究：研修及び指導、企業の研究開発活動に対する資
金的援助、高度技術の開発又は利用に関する技術者交流会、シンポジウムの開催、生産品の展
示会、見本市の企画：開催事業、文化：スポーツ：イベント：各種大会誘致等の企画、開催事業、
新潟地域産業振興センターの運営管理、損害保険代理業務である。
このうち、新潟市産業振興センターの利用状況が好調であることから、現在行われている事業は
のみであり、他の事業にまでは手がまわらないという状態である。
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表１８　事業化の特徴
新潟地域産業振興センター管理運営主体
新潟市施設整備主体
①一般財源
②地方債（市町村経済振興町づくり特別対策）
③県補助金（自治振興資金貸付金）
資金調達方法
新潟市による全面買収方式　新潟市有地用地取得方法
新潟市有地および県有地従前の土地所有者
出所：同財団法人の資料より作成
　　施設概要
土地・建物面積は次のとおりである。
①土地面積２１，５００㎡、②建物面積６，９２３㎡、延床面積８，２５７㎡（１Ｆ６，７８６㎡ ／２Ｆ１，４７１㎡）③展
示面積５，３００㎡、④駐車場１，２００台である。
　　設備内容
設備内容は次のとおりである。１Ｆは、展示ホール４，５００㎡、小会議室５４㎡（４室）、主催者室
２３㎡（３室）、エントランスホール７３８㎡、軽食喫茶室１０２㎡で、２Ｆは、大会議室兼展示室３００㎡、
中会議室兼展示室１４２㎡、多目的スペース兼展示室４０７㎡、その他（シャワー室、コインロッカー室、
湯沸室（１・２階）、自動販売機コーナー）、備品等は、ステージ、机、折りたたみ椅子、肘掛付
き椅子などである。
５　施設整備費と資金調達の方法
　　土地取得費
　用地取得費は、新潟市が新潟県からの購入費用で、用地取得費は３５８，４０７千円である。
　　施設整備費と資金調達方法
　施設整備費と資金調達方法は、表１９に示すとおりである。
６　財団法人の概要
財団法人新潟地域産業振興センターの概要は次のとおりである。
①法人名：新潟地域産業振興センター
②所在地：新潟市鐘木１８５番地１０
③設立年月日：１９８５年３月２０日
④資本金：４，０００万円
　　出捐構成：新潟市２，５００万円、㈱第四銀行他３４社１，５００万円。
⑤代表者：福田七郎
⑥組織、分掌、人員配置：理事長１名、理事１２名、監事２名、専務理事１名、事務局長１名、総
務課２名（庶務、会計）、業務課４名（受付、宣伝、施設管理）。
⑦地方公共団体等出向者・同・プロパーの内訳は次のとおりである。
　　①は事務局長１名、プロパー職員は総務課２名、業務課４名の計７名。
地域産業の振興と公民連携・７８
表１９　施設整備費と資金調達方法
資金調達方法施設整備費
①一般財源 ９４６，５５３千円
②地方債 １，５１６，４００千円
③県補助金 ８５，２００千円
　　　計 ２，５４８，１５３千円
施設本体建築工事費 １，２０１，８５７千円
施設整備設置費 ８６１，３８８千円
備品設備費 ５３，５９８千円
その他 ７２，９０３千円
用地取得費 ３５８，４０７千円
総事業費 ２，５４８，１５３千円
出所：同財団法人の資料
７　１９８７年当時の経営状況（利用状況）
　　新潟市産業振興センターの利用者状況
利用者状況は、１９８７年度の開館以来、開館日数は約３６０日、入場者数は約６０～１６０万人、催事件数
は約１３０～２５０件と、開館当初から空きがないほどの好調を維持し続けている。
また１９８９元年度は、開館日数は３５９日、入場者数は１６１万人、催事件数は１６８件と、入場者数が多い
が、これは「食と緑の博覧会」が開催されたことによる要因である。
　　売上額
新潟市産業振興センターの使用料収入は、新潟市の一般会計の歳入になっている。また、利用者
状況が好調なことから売上も好調である。
７　２００４年度の事業決算概況
　　事業概要
２００４年度の事業報告より実施された主要な事業をあげると、次のようなものがある。
新潟市産業振興センター管理運営事業について、利用状況は表２０に示すとおりである。
また、①施設設備の維持改善として、屋根や冷暖房設備、一般修繕等の実施、②業務の外部委託、
③広告などプロモーション活動関係として、新聞広告、ホームページでの情報提供、インターネッ
トタウンページ、営業渉外活動などが行なわれた。
イベント共済事業として、「新潟ビジネスメッセ２００４」が開催されたほか、新潟市技術振興基
金運用事業として、①地域産業活性化事業、②異業種交流事業補助金が実施された。
　　決算概況
２００４年度の決算報告による収支は、表２１のとおりである。
８　地域への事業波及効果
「新潟市産業振興センター」は、大型見本市や展示会の開催・各種大会や文化・スポーツイベン
トなどを多目的に利用できる施設で、新潟地域におけるイベントの増加と大型イベントの開催に対
応し、地域産業等の振興に効果をあげている。この施設が整備されたことにより、新潟地域への事
業波及効果は著しいものがある。
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表２０　施設の利用状況
対前年比平成１５年度平成１６年度
４６件１４２件１８８件件　　　数
△１３日２９０日２７７日利 用 日 数
△３．４％８０．６％７７．２％稼　働　率
△３７，７６０，６３５円１６４，２５４，３８０円１２６，４９３，７４５円使用料収入
△２７４，２６３人４９４，２１５人４９４，２１５人入 場 者 数
出所：同財団法人の資料より作成
９　問題点と課題
２００４年度の新潟市産業振興センターの利用状況は、中越地震の影響によりキャンセルが続出し利
用料金収入は大幅に減少したが、センターの利用は好調に推移している。
現段階では大きな問題や課題はないといえるが、現在行われている事業は、「新潟市産業振興セン
ターの運営管理業務」が主体で、「寄付行為」に示されている他の事業には、手が回らない状況にあ
る。
現在の人員体制では人手不足であるため、管理業務に加え、他の事業展開は困難であるが、指定
管理者制度の導入により、社会経済環境は大きく変化していることから、今後は、他の事業につい
ても意欲的に取り組むことが過大である。
１０　今後の方向
財団法人新潟地域産業振興センターが管理運営する「新潟市産業振興センター」は、開館当初か
ら利用状況が好調である。類似の施設と比べて遜色はない、すばらしい施設である。
これは、当初の施設整備の動機や目的である「関係各界からの熱望により大型見本市や展示会の
開催・各種大会や文化・スポーツイベントなど、多目的利用が図れる施設が必要である」との趣旨
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表２１　収支計算書総括表
（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）
（単位：円）
（収入の部）
技術振興基金会計管理運営業務会計一般会計合　　計勘定科目
０
２
０
７７２
０
０
０
１３２，０３９，６２９
０
０
０
０
４４，４５０
０
０
７８７
１２，０５８
０
０
８６，４７０
４，０００，０００
１３２，０３９，６２９
７８９
１２，０５８
７７２
０
１３０，９２０
４，０００，０００
委 託 料 収 入
運用財産利息収入
基本財産運用収入
基 金 運 用 収 入
委 託 事 業 収 入
雑 収 入
繰 入 金 収 入
７７４１３２，０８４，０７９４，０９９，３１５１３６，１８４，１６８当 期 収 入 合 計
２７２，１１１０３，６６０，３００３，９３２，４１１前期繰越収支差額
２７２，８８５１３２，０８４，０７９７，７５９，６１５１４０，１１６，５７９収 入 合 計
（支出の部）
技術振興基金会計管理運営業務会計一般会計合　　計勘定科目
１７０，９４５
０
０
０
７４，３２７，３６２
５２，４８３，５９２
１，２７３，１２５
４，０００，０００
４，０００，０００
６３５，２４５
０
０
７８，４９８，３０７
５３，１１８，８３７
１，２７３，１２５
４，０００，０００
事 業 費
管 理 費
什 器 備 品 費
繰 出 金
１７０，９４５１３２，０８４，０７９４，６３５，２４５１３６，８９０，２６９当 期 支 出 合 計
△１７０，１７１０△５３５，９３０△７０６，１０１当 期 収 支 差 額
１０１，９４００３，１２４，３７０３，２２６，３１０次期繰越収支差額
出所：同財団法人の資料
が生かされた結果である。また施設整備の目的である「イベントの増加と大型イベントの開催に対
応し、地域産業等の振興を図る」ことについても、概ねも初期の目標が達成されている。
このように、新潟市産業振興センターの利用状況が好調を堅持し続けているのは、この施設の整
備および管理運営に携わる多くの人々の努力がその要因の一つにあげられると同時に、この地域周
辺には新潟市産業振興センターのような多目的利用できる施設がなかったことが最大の要因として
あげられる。
一般に、機能的に不足している施設を整備すれば、事業が成功するわけではない。施設を整備す
る際には、施設内容や規模などについて綿密な基本構想の検討が必要であることは論を待たない。
「新潟市産業振興センター」を整備するにあたっては、基本構想（庁内の検討）の立案から基本計
画の決定まで２年もの歳月をかけて、種々の観点より検討した結果が新潟市産業振興センターの成
功に大きな役割を果たしたといえる。また、この施設は民間施設ではなく「公共公益施設」である
点も、施設の特徴としてさまざまな観点で大きく役立っている。
今後の新潟市産業振興センターの方向については、今後整備が予想される類似施設との関係性が
重要になるが、これまで以上の利用効率の向上を目指して事業展開を進めると同時に、センターの
運営管理業務以外の他の事業について取組みを図ることにより、さらなる事業の発展を期待するも
のである。
Ⅴ　新潟県新潟市新潟インダストリアルプロモーションセンター―公民連携
により地域産業の活性化を図るため設立された地域産業振興財団の例―
１　地域概況
わが国の日本海側のほぼ中央に位置し、信濃川河口に開けた新潟市は、日本海側で最大の人口を
有し、上越新幹線や関越自動車道、特定重要港湾である新潟港、また国際空港の新潟空港があり、
「陸・階・空」の交通体系が揃った全国に類をみない交通の要衝地である。
２１世紀環日本海時代を向かえ、日本海側の拠点都市として対岸諸国との交流、貿易の中心都市と
して期待が高まっていいる。
２　法人設立の経緯・目的
このような状況の中、新潟市が果たすべく役割は年々重要になっている。新潟市では、産業発展
のため市の産業の中心的な存在である中小企業の活性化に重点を置き、新規事業として地域の中小
企業の活性化を推進するための中枢的な役割を果たす組織として、新潟市が「新潟インダストリ
アルプロモーションセンター」の設立を計画したことに端を発する。
当財団は、新潟市およびその周辺市町村において中小企業が営む工業等について、その生産品の
紹介、人材確保に対する支援、経営指導、技術の普及等に関する事業を行うことにより、地域産業
の健全な育成および振興を図り、もって活力ある地域経済社会の形成並びに地域住民の生活向上お
よび福祉の増大に寄与することを目的に設立されたものである。
新潟産業大学経済学部紀要　第３２号 ８１
３　事業化の特徴
当財団は、地域産業の活性化を目的に設立されたものであるが、中でも中小企業における販路拡
大を主たる目的として活動を行っている。
また財産に関する特徴としては、１９９４年３月に「地域産業育成基金」（通称基金）が創設され
た。この基金は、新潟市より１億円、新潟県・国より４億円が出捐され創設されている。
基本財産は８９，４６０千円である。基本財産は、新潟市より５０，０００千円、民間企業等より３９，４６０千
円（１９２社）が出捐された。また基金として、地域産業育成支援基金（基金）が５００，０００千円
ある。基金は、新潟市より１００，０００千円、新潟県・国より４００，０００千円が出捐され創設された（図２）
４　事業概要
新潟インダストリアルプロモーションセンターの業務内容は、次のとおりである。
展示会の開催その他の地域生産品の紹介等に関する事業として、１）新潟メッセ開催事業：地
元産業界を一同に集め、製品の展示・紹介及び業界や企業のを行い、普段知られる機会の少ない
地元の優秀な製品、技術を市民に知ってもらい、産業に対する理解と認識を深めてもらうと同時に、
企業の販路拡大、異業種間の交流を促し、本市産業の振興と活性化のために開催する事業である。
２）業種別見本市、展示会参加事業：本市製造業より出展製品を募集し、全国各地において開催さ
れる見本市・展示会に参加し、商社・ユーザーを対象に、地元企業の製品・技術を紹介・普及し、
企業の受注・販路拡大を図る。企業の人材確保に対する支援に関する事業、経営の合理化、従
業員の教育等経営上の問題についての指導に関する事業として、１）経済講演会開催：専門家を招
き、経営者、幹部社員等を対象に経済情勢等の講演会を開催、２）業種別経営セミナー：本市製造
業の経営問題の解決や経営戦略を探るため、業種別の業界ニーズに応じたセミナーを開催。３）経
営相談：中小企業が抱えている経営問題について、アドバイザーが直接訪問し、その相談に応じて
セミナーを行う。新技術・新型機械等の普及・紹介に関する事業、地域産業界の同業種間及び
異業種間の交流促進に関する事業、企業情報の収集及び提供に関する事業として、１）企業デー
タバンク事業：本市製造業の製品・技術状況、販路・販売先等の状況を収集した企業データバンク
の内容充実を図り、新規取引の促進を図る。２）企業および製品・技術冊子作成事業：業種別に
企業冊子を作成し、販路拡大を促進する。業種別見本市参加事業に併せて作成し、商社・バイ
地域産業の振興と公民連携・８２
図２　新潟インダストリアルプロモーションセンター
出所：同財団法人の資料より作成
ヤーに配布し、活動に努める。３）情報誌発行事業：財団のを兼ねて、販路拡大等の事業の
成果及び普及を目的に、情報誌を年４回発刊する。その他前条の目的を達成するために必要な事
業：企画調査事業は、販路拡大を推進する中枢機能として企画検討委員会を開催し、各事業の企画・
立案をする。また、業界団体の代表と意見交換を実施し、業界のニーズを把握し今後の企画立案に
役立てる。
５　財団の概要
①名　称　財団法人新潟インダストリアルプロモーションセンター
②設　立　１９９１年１１月１１日
③所在地　新潟市学校町通１番町６０２番地１　新潟市産業経済局商工労働部商工振興課内
④代表者　会長　長谷川義明（新潟市長）
⑤財　産　基本財産８９，４６０，０００円、地域産業育成支援基金（基金）５００，０００，０００千円
⑥組　織　会長、理事会１４名、監事２名、企画検討委員会９名、実行委員会（見本市）、事務局７
名（専任２名・兼務５名）
６　１９９４年当時の経営概況
１９９４年当時の経営・運営概況は表２２のとおりである。
７　２００４年度の事業決算概況
　　事業概要
２００４年度の事業報告より実施された主要な事業をあげると、次のようなものがある。
地域活性事業として、①講演会・セミナー、１）産業活性化講演会の開催、２）新潟ビジネス
フォーラム２００５の開催、３）ファイナンスセミナーの開催、②広域連携推進事業、１）「食の新たな
可能性を探る」―新津会場―、２）「日本経済の動向と地域経済」―白根会場―、３）「地域商工業
の市町村合併を生かす途」―豊栄会場―、４）「新潟地域企業大交流会」―新潟会場―、③相談事業
（専門家の派遣）、④技術支援コーディネーター事業、⑤情報収集・提供事業がある。
また、新潟ビジネスメッセ開催事業として、「新潟ビジネスメッセ２００４開催事業」、（３）販路拡
大事業として、①業種別見本市・展示会参加事業、②見本市出展事業費補助金がある。
新潟産業大学経済学部紀要　第３２号 ８３
表２２　収支計算書総括表（１９９４年４月１日から１９９５年３月３１日まで）
　支出の部 （単位：円）
経済講演会開催費 ２１２，３９６
経営相談事業費 ０
管理費 ９３０，３７６
地域産業育成支援事業費 ３６，４４０，３６４
当期支出合計 ３７，５８３，１３６
当期収支差額 ２，６６９，２０５
次期繰越収支差額 ２，６７０，６９０
　収入の部 （単位：円）
基本財産運用収入 １，６８７，０６０
地域産業育成支援基金運用収入 １６，６２６，６８０
事業収入 ８，９３０，０００
負担金収入 １２，９９９，５００
雑収入 ９，１０１
当期収入合計 ４０，２５２，３４１
前期繰越収支差額 １，４８５
　　収入合計 ４０，２５３，８２６
出所：同財団法人の資料
　　決算概況
２００４年度の決算報告による収支は、表２３のとおりである。
８　地域への事業波及効果
地域への波及効果については、新潟市における製造業の見本市の参加者が増加するとともに、参
加社の商談成立が増えたことがあげられる。
９　問題点・課題
問題のひとつに、基本財産額や地域産業育成支援基金より生まれる果実、すなわち、財産運用収
入は低金利情勢を背景に極めて少ない。そのため、基本財産等の運用益を前提とした事業などは縮
小を余儀なくされているが、低金利が続く限り致し方がない、やむを得ない事態である。
一方、地元中小企業の支援など地域産業の活性化を目的にしているにも関わらず、企業の積極的
な参加が得られないことは問題である。このような状況を反映していることから、企業等に対する
アンケート調査の回収率もよくないのが現状である。
今後は、財団の存在や活動を積極的に企業等にして多くの企業に認識してもらえるように努
めると同時に、企業側に対しては意識の改革を強く要請していく必要がある。
地域産業の振興と公民連携・８４
表２３　新潟インダストリアルプロモーションセンター一般会計収支計算書
平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで
（単位：円）
備　　　考差　　　異決　算　額予　算　額科　　　目
△８，６８９
△１，３６５，７６８
△２００，０００
１，５３９，２８２
８７２
２６，６８９
１５，９２５，７６８
１６，７００，０００
５，４６０，７１８
１２８
１８，０００
１４，５６０，０００
１６，５００，０００
７，０００，０００
１，０００
Ⅰ　収入の部
１　基本財産運用収入
２　事業収入
３　負担金収入
４　補助金収入
５　雑収入
△３４，３０３
△２５３，０４９
３８，１１３，３０３
９，５５８，０４９
３８，０７９，０００
９，３０５，０００
当期収入合計
前期繰越収支差額
△２８７，３５２４７，６７１，３５２４７，３８４，０００収入合計
１，５３９，２８２
△３９６，９６０
２，６７５，９１０
４０６，４３０
１，２００，０００
５，４６０，７８１
３１，３９６，９６０
４，５８４，０９０
５１７，５７０
０
７，０００，０００
３１，０００，０００
７，２６０，０００
９２４，０００
１，２００，０００
Ⅱ　支出の部
１　地域産業活性化事業費
２　新潟ビジネスメッセ開催事業費
３　販路拡大支援事業費
４　管理費
５　予備費
５，４２４，６６２
△５，４５８，９６５
４１，９５９，３３８
△３，８４６，０３５
４７，３８４，０００
△９，３０５，０００
当期支出合計
当期収支差額－
△５，７１２，０１４５，７１２，０１４０次期繰越収支差額－
出所：同財団法人の資料
（注）
各事例については、それぞれ取材・ヒアリング当時の各担当者等より、提供していただいた資料・
データをもとに執筆している。
　新潟県十日町市十日町地場産業振興センターの事例については、①出井信夫編著『公私協
力方式と第３セクター方式の研究　№２』（１９９８年３月、地域計画研究所）の第２部１章「地域
振興・地域活性化を推進する典型的な第３セクター」１４８１５５頁。②博士学位論文『第３セクター
の経営実態と今後のあり方に関する一考察―実態分析に基づく地域政策論的研究―』の第５章
「複合機能型公共施設の整備と第３セクター」の諸論文を踏まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）
特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論文である。
　岩手県盛岡市盛岡地場産業振興センターの事例については、出井信夫編著『第３セクター
の事業家と運営実態資料集』（１９８８年９月、綜合ユニコム）の第３編「地域産業の振興を目的に
設立された第３セクターの活動事例、財団法人盛岡地域地場産業振興センター―地域産業振興
の中核拠点施設として展開される「盛岡手づくり村―」（１６５１７４頁）の論文を踏まえ、「本学２００５
年度（平成１７年度）特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論文である。
　新潟県県央地域地場産業振興センターの事例については、出井信夫編著『公私協力方式と第
３セクター方式の研究　№１』（１９９６年５月、地域計画研究所）の第２部第４章「公共公益施設
を管理運営する新潟県の主な第３セクター」（１６３１７０頁）の論文を踏まえ、「本学２００５年度（平
成１７年度）特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論文である。
　新潟県新潟市新潟地域産業振興センターの事例については、出井信夫編著『公私協力方式と
第３セクター方式の研究　№１』（１９９６年５月、地域計画研究所）の第２部第４章「公共公益施
設を管理運営する新潟県の主な第３セクター」（１７１１７９頁）の論文を踏まえ、「本学２００５年度
（平成１７年度）特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論文である。
　新潟県新潟市新潟インダストリアルプロモーションセンターの事例については、出井信夫
編著『公私協力方式と第３セクター方式の研究　№１』（１９９６年５月、地域計画研究所）の第２
部第４章「公共公益施設を管理運営する新潟県の主な第３セクター」（１８０１８４９頁）の論文を踏
まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論文である。
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